
予算額　７，５９２万１千円　
【目　的】
　　在宅で訪問看護ステーションを利用する重度の障がい児で、障がいの永続性を判定することが難しい等の理由により障がい者手帳が取得できず、当該制度の対象とならない乳幼児（４歳未満で障がいの程度が判定できないとされた場合）について新たに対象に追加し、訪問看護利用料助成を行います。
【現　行】
（１）対象者：①身体障がい者手帳１・２級の交付を受けた人
　②重度の知的障がいと判定された人
　　　　　　　③身体障がい者手帳を所持している中度の知的障がいのある人
（２）助成内容
　　①上記対象者で７歳以上：一般の訪問看護利用料３割負担のところ
　⇒　本人１割負担とし、差額分を補助する市町村に対して、その差額の１／２を
府が負担する
　　②上記対象者で７歳未満：一般の訪問看護利用料２割負担のところ
　⇒　本人１割負担とし、差額分を補助する市町村に対して、その差額の１／２を
府が負担する
（３）実施主体：市町村
　　　　　※３７市町が実施（平成２４年４月現在）
【新たに追加する対象者】
（１）対象者：次の①～③の全ての項目を満たす乳幼児
　　①　４歳未満
　　②　障がいの程度が判定できず、結果として障がい者手帳を取得していない
　　③　上記【現　行】（１）の対象者と同等の障がい程度と判断される乳幼児
　　　※具体的には訪問看護指示書における「装着・使用医療機器等」欄に記載のいずれかの医療機器等を装着・使用し、医師の指示を受けて訪問看護による指導管理が必要な乳幼児。
（２）助成内容：上記【現　行】（２）の②に同じ
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在宅の重度障がい児に対する訪問看護利用料助成事業


～４歳未満で障がいの程度が判定できず手帳が未取得の乳幼児も


対象となるよう制度を拡充します～











